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 市民クラブ視察報告書 

 

時期：令和 2年 2月 4日（火）から 2月 6日（木） 2泊 3日 

参加者：楠山栄子・西尾段・森田洋一 

視察地と視察項目 

１．高知県高知市：2月 4日 火曜日１３：３０－１５：３０ 

こどもによるまちづくり支援事業（こうちこどもファンド） 

２．高知県須崎市：2月 5日水曜日１３：３０－１５：３０ 

下水道事業コンセッション計画 

３．岡山県岡山市：2月 6日木曜日１３：３０－１５：３０ 

在宅医療介護連携推進事業（岡山市地域ケア総合推進センターにて） 

 

１．高知県高知市：2月 4日火曜日１３：３０－１５：３０ 

 こどもによるまちづくり支援事業（こうちこどもファンド） 

【主な視察の目的】子どもによるまちづくり活動を推進する 

取り組みは全国でも展開をしているが、本市の子どもたちの 

まちづくり活動の提案に対し、子どもたちが助成（応援する） 

決定を行うという子どもの目線による取り組みは全国でも 

例がなく、制度概要・効果等について、制度発足以降、 

全国からの視察が多数行われている。 

（１）事前の質問項目 

・子ども目線の発想が斬新であり、決定を行うという発想は 

  どこからきたのか。 

・実際に、事例としてどういったものがあるか。 

・決定に際して、子どもの柔軟な目線で提案を行うなどの 

 提案サイドの意識改革はみられたか。 

・運用にあたっての留意点 

 

（２）所感など 

１９歳の担当職員は、この事業を担当したくて入庁し、実際に希望通りの配

属となった。 
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高校進学や大学進学で一旦は地元を離れても就職の際に戻って来てもら

える様、シチズンシップ教育にも役立てられる様な事業にして行きたい。 

 市民クラブと言う名前の会派が最大会派だった。土佐の土地柄から、反骨

精神や新しい事にチャレンジする風土がある。 
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２．高知県須崎市：2月 5日水曜日１３：３０－１５：３０ 

下水道事業コンセッション計画 

 視察目的：運営期間を 20年とした、混合型コンセッション契約 

  最新事例であり、本市の下水道経営戦略に役立てる。 

 （１）事前質問～下記の通り 

  ・コンセッション契約にした背景として 

 ①費用対効果、ＶＦＭ（ヴァリューフォーマネー）の試算内容は 

   どうだったのか。 

 ②公共下水道事業を混合コンセッションに選定した理由は何か。 

 ③独立採算制は確保できるのか。 

 ④市内の事業者からは、意見がでてきたか。 

 ⑤20年と運用期間を設定した理由は何か。 

 ⑥上水道部門に展開を広げる計画はあるのか。 

 ⑦下水道法上、自治体の責任部分が残ると思うが、自治体の責任に 

   ついては、認識した上での判断か。 

 ⑧リスクの分担については、実際、どのように設定したのか。 

（２）所感 

・事前の前知識として 

 そもそも、コンセッション契約は、運営権を有償で長期間貸与して 

 期間内に貸与を受けた企業が、収益を上げるモデルが多い。 

 下水道事業にこの方式を採用したのは、静岡県浜松市、宮城県など 

  である。大規模な施設に適した方式。 

 また、下水道法上、自治体の責任部分が残る、独立採算制を 

下水道料使用料だけで取るのが難しいなど、ハードルがいくつか 

ある。 

このような視点で視察にのぞんだ。 

・本市は、水道の窓口、給水、検針など個々の業務を民間に委託して 

 いる、地方債残高が下水道部門ではかなり残ってあるため、上水道 

からの出資や借入によって、経営戦略を立てている。 

コンセッションそのものでは、即運用は難しいものの、独立採算制 

の考え方、最新事例の研究という側面では、非常に重要。 
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・ゆるキャラグランプリ２０１６年１位、国際化にも力を入れている。 

・造船会社、建設会社が運営の母体、市との関連性も歴史的にあるので

はないか。（漁業、津波防波堤など） 

・パッケージ化する発想が新しいと思われる。宮城県議会や海外からも視

察受け入れの実績あり。 

・人口減少が加速しえる事も事業の背景にある。 

・下水道事業自体、そもそも課題があり、県や国の事業に移行。民間提

案に応募） 

・既存の汚水処理施設に耐震化や長寿命化の工事をせず、ダウンサイジ

ングした汚水処理場を新設したことで運営経費を大幅に削減して１４億円

の費用削減効果あり。 

・本格的な成果検証はこれからである。 

・事例としては運営枠設定など最新である。 

・要求水準書は事業期間中変更出来る様にすると良い。 

・下水道使用料は値上げしない。現状維持を前提としてコンセッションを

設定することが大切。 

・付帯事業、任意事業など民間の知恵を入れる事ができるメリットあり 

・運営対価ゼロ、包括委託料と下水道収入で運営するのが特色である。 
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３．岡山県岡山市：在宅医療介護連携推進事業 

2月 6日木曜日１３：３０－１５：３０  

岡山市地域ケア総合推進センターにて 

視察目的：診療所医師の在宅医療に対する負担を軽減するバックアップ 

体制構築、スムーズに在宅移行支援のための多職種連携ルールの策定、 

病院における退院支援困難ケース対する相談支援、診療所医師の 

在宅医療への参入を促進するための研修などの取り組みを研究する。 

（１）事前の質問項目 

①今後在宅医療介護体制が求められる環境の中で、同センターにおける 

診療所医師の在宅医療に対する負担を軽減するバックアップ体制構築

について 

② 診療所医師の在宅医療への参入を促進するための研修などの取組みに

ついて 

③ 市民啓発について 

④ その他、関連する内容について 

（２）所感 

私たちが視察してお伺いしたのは岡山市役所ではなく、地域ケア総合推進

センター。在宅医療・介護の連携拠点として、平成 27 年度開設の新市民病

院内に常設設置された。センターの体制はスタッフ 8 人、保健師 4 人、社会

福祉士 2人、事務職 2人。相談業務と連携業務を担っている。 

岡山市は全国に先駆けて、平成24年から地域レベルの在宅医療システム作

りに取り組んだが、まだ在宅医療への関心も進んでいなかったため、当初は、

地元医師会との温度差があった。しかし、年を経るごとにその温度差もなくな

り、今は、医師会が率先して、先進自治体（柏市豊四季台団地）を見学する

までになり、連携が強まったとのこと。 

 

１．在宅医療の体制を市内に広げ、増やしていく 

・在宅医療提供体制を６地区にわけて在宅医の 24時間 365日の負担を軽減

するなど、在宅医療への参入のハードルを下げた。 

・チームビルディング手法の習得や同行訪問による実施研修、新しいプログラ

ムによる研修を行うことで、かかりつけ医の在宅医療への参入を促した。 
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これらによって、在宅医師の増加の好循環が生まれた。 

 

２ 医師の連携について 

・在宅医がそれぞれに副主治医として、他の医師の不在時等のバックアップ

を担う。在宅で専門の診療が必要なときは専門医と連携する。（これは柏市

の二人主治医制と同じである） 

・急性憎悪時の病院のバックアップ 

患者が事前にバックアップ病院を登録し、急性憎悪時には受け入れる 

退院後に地元の主治医にかかる 

 

３ 市民への普及・啓発について 

地区組織、小地区ケア会議、サロン、公民館などで高齢者及び若年層を対

象に開催している。出前講座の内容については 

⚫ かかりつけ医の役割 

⚫ もしもの時の対応について 

⚫ 在宅医療・介護とは 

⚫ 在宅情報の提供・共有について 

出前講座の頻度も多いし、一回につき３０名ぐらいの参加者の数も多い。 

市民公開講座が一回につき３００名集まるというのも、岡山市民の医療への関

心の高さを示している。同時に、これからの課題である人生会議 ACP（アド

バンス・ケア・プラニング）についても、岡山市はすでに、岡山市版ACPもしも

のために～話し合い つたえておこう  事前ケア計画～を平成 29 年 6 月に

作成済というのもすばらしい。 

 

年度 
出前講座 市民公開講座 

回数 人数 回数 人数 

平成 27 年度 59 1,785 1 300 

平成 28 年度 79 1,972 1 304 

平成 29 年度 95 2,550 1 209 

平成 30 年度 60 2,015 1 124 
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